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様式２－１　評価結果のまとめ

都道府県名 面積 68ha

交付期間 0.4

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業

当　初

変　更

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

あり ●

なし

あり －

なし －

あり －

なし －

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

 ４）定性的な効果
　　発現状況

●

R4

目標値

4駅定期外乗客数 人/日

1.59

実施内容 実施状況

％ 40 R3

 １）事業の実施状況

数　　値

指標の目標年度を令和3年度から令和4年度に変更

効果発現要因
（総合所見）

69,396

交付期間の変更による事業、
指標、数値目標への影響

計画区域内には多くの公共施設があり、建て替えや更新を順次
行っていく必要があることから、利用者が安全かつ快適に利用でき
る環境整備を図るため、勤労市民センターを整備することとした。

85,028

交付期間
の変更

－

1年以内の
達成見込み

81,007

－

目標
達成度

フォローアップ
予定時期

－

令和6年9月×

 ３）その他の数値指標
　　（当初設定した数値
　　目標以外の指標）に
　　よる効果発現状況

指　標

その他の
数値指標1

その他の
数値指標２

従前値

R4

 ２）都市再生整備計画
　　に記載した目標を
　　定量化する指標
　　の達成状況

従前値

施設のバリアフリー化率が上がり、利用者
の安全性や快適性が向上した。

第1・2期計画の整備事業により、平成31年
度までは増加傾向にあり、1度目標を達成
したが、令和2年度以降の新型コロナウイ
ルス感染症の外出自粛等が影響し、大幅
に減少した。その後回復傾向はあるもの
の、新型コロナウイルス前の水準までは戻
らず、目標達成にいたらなかった。令和3年
度から令和4年度にかけて増加傾向にある
ため、フォローアップ時には目標値の達成
は可能であると考えられる。

都市計画道路3・3・7号線の交差点改良に
より、周辺道路ネットワークの機能強化に
つながり、交通渋滞の緩和につながった。

46

H27 1.22

－－

87,000

指標２

勤労市民センターバリアフ
リー化率

○交通渋滞の緩和 混雑度

○45

数　　値目標値

 ５）実施過程の評価

・交差点改良による歩道拡幅および右折レーンの整備によって、安全性の向上に寄与した。
・勤労市民センター内のバリアフリー化によって、高齢者や障害のある人、ベビーカーを伴う乳幼児同伴の利用者も利用しやすくなった。

その他の
数値指標３

新たに追加し
た事業

勤労市民センターバリアフリー化等整備事業

なし

削除/追加による目標、指標、数値目標への影響

－ －

計画期間を1年延長したことにより、指標の目標年度を変更

指標3の数値目標を追加

JR船橋駅南口エレベーター延伸事業
西武船橋店跡地の利用計画が定まらなかったため、計画期間を1
年延長した。その後、期間延長後も計画が定まらなかったため、事
業の実施を見送った。

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

官民連携による
取組

持続的なまちづくり
体制の構築

モニタリング
・鉄道会社への聴き取り調査、市統計資料等の確認
・交通量調査の実施

都市再生整備計画に記載し、実施できた

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

都市再生整備計画に記載し、実施できた

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

都市再生整備計画に記載し、実施できた
今後の対応方針等

・乗客数については、毎年度確認できるものを確認する。
・混雑度については、道路交通センサスを確認する。

フォローアップ
予定時期

目標
達成度

1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

平成29年～令和3年

平成29年～令和4年

指　標

1.141.14

H26 R4指標1

指標３

2,169.5百万円

JR船橋駅周辺地区

交付対象事業費 国費率

地区名

事業名

なし

削除/追加の理由

事業名

都市計画道路3・3・7号線整備事業、JR船橋駅南口エレベーター延伸事業

なし

平成29年度～令和4年度 令和5年度事後評価実施時期

千葉県 市町村名 船橋市

当初計画に
位置づけ、

実施した事業

当初計画
から

削除した
事業



様式２－２　地区の概要

単位：人/日 85,028 H26 87,000 R4 81,007 R4

単位：混雑度 1.59 H27 1.14 R4 1.14 R5

単位：％ 40 R3 45 R4 46 R4

JR船橋駅周辺地区（千葉県船橋市）　都市再生整備計画事業の成果概要

従前値まちづくりの目標 目標を定量化する指標

交通渋滞の緩和

4駅定期外乗客数

勤労市民センターバリアフリー化率

大目標：本市の玄関口に相応しいにぎわいと活気にあふれた中心市街地の再構築並びに便利で快適な交流拠点づく
り
　小目標①：駅へのアクセスを含む都心道路ネットワークの構築
　小目標②：誰もが安全かつ快適に利用できる環境整備

今後のまちづくり
の方策

（改善策を含む）

・都市計画道路3・3・7号線の未整備区間について、引き続き整備を推進していく。
・勤労市民センターの利活用を推進する取り組みを行うとともに、施設の適正な維持・管理を行う。
・にぎわいや活気を向上する拠点を整備し、中心市街地としての魅力や質を向上する。

まちの課題の変化

・都市計画道路3・3・7号線の交差点改良により、南北の交通条件が改善し、交通渋滞の緩和につながった。
一方で、未整備区間について、早期に整備を行う必要がある。
・勤労市民センターのバリアフリー化率が向上し、利用者の安全性や快適性が向上した。
・来街者は、当初増加傾向にあったものの、新型コロナウイルス感染症の影響によりが大幅に減少し、その後回復傾向はあるものの、新型コロナウイルス前の水準までは戻らなかった。
今後の来街者数を注視しつつ、引き続きまちの魅力を向上させる施策等が必要となる。

目標値 評価値

街路事業（3・3・7号線）

既存建造物活用事業（勤労市民センターバリアフリー化等）



（１）成果の評価
　　添付様式１－①　都市再生整備計画に記載した目標の変更の有無

　　添付様式１－②　都市再生整備計画に記載した事業の実施状況（完成状況）

　　添付様式２－①　都市再生整備計画に記載した数値目標の達成状況

　　添付様式２－②　その他の数値指標（当初設定した数値目標以外の指標）により計測される効果発現の計測

　　添付様式２－参考記述　定量的に表現できない定性的な効果発現状況

（２）実施過程の評価
　　添付様式３－①　モニタリングの実施状況

　　添付様式３－②　官民連携による取組みの実施状況

　　添付様式３－③　持続的なまちづくり体制の構築状況

（３）効果発現要因の整理
　　添付様式４－①　効果発現要因の整理にかかる検討体制

　　添付様式４－②　数値目標を達成した指標にかかる効果発現要因の整理

　　添付様式４－③　数値目標を達成できなかった指標にかかる効果発現要因の整理

（４）今後のまちづくり方策の作成
　　添付様式５－①　今後のまちづくり方策にかかる検討体制

　　添付様式５－②　まちの課題の変化
　　添付様式５－③　今後のまちづくり方策
　　添付様式５－参考記述　今後のまちづくり方策に関するその他の意見
　　添付様式５－④　目標を定量化する指標にかかるフォローアップ計画
　　添付様式６　当該地区のまちづくり経験の次期計画や他地区への活かし方
　　添付様式６－参考記述　今後、都市再生整備計画事業の活用予定、又は事後評価を予定している地区の名称（当該地区の次期計画も含む）
　　添付様式７　　事後評価原案の公表

（６）評価委員会の審議
　　添付様式８　　評価委員会の審議

（７）有識者からの意見聴取
　　添付様式９　　有識者からの意見聴取

都市再生整備計画　事後評価シート
（添付書類）



添付様式１－①　都市再生整備計画に記載した目標の変更の有無

あり なし

●

●

●

●

変更理由

基幹事業追加により、都市再生整備計画を見直し、指標を追加

・4駅定期外乗客数（目標年度：R4）
・交通渋滞の緩和（目標年度：R4）

計画期間を1年延長したことによる変更

変更後

指標3として「勤労市民センター内バリアフリー化率」を
追加

指標3（なし）

（１） 成果の評価

変更

Ａ．まちづくりの目標

・4駅定期外乗客数（目標年度：R3）
・交通渋滞の緩和（目標年度：R3）

Ｄ．その他（指標の目標年度）

変更前

Ｂ．目標を定量化する指標

Ｃ．目標値



添付様式１－②　都市再生整備計画に記載した事業の実施状況（事業の追加・削除を含む）

事業費 事業費 完成 完成見込み

道路 3,108.0 2,113.5

工事着手までに事業が難航したた
め、計画期間を1年延長した。また、
執行する業務量の見直しにより、交
付対象事業費を減額した。

●

高質空間形成
施設

94.0 －

西武船橋店跡地の利用計画が定ま
らなかったため、計画期間を1年延
長した。その後、期間延長後も計画
が定まらなかったため、事業の実施
を見送った。

－ －

既存建造物活
用事業

－ 56

計画区域内には多くの公共施設が
あり、建て替えや更新を順次行って
いく必要があることから、利用者が
安全かつ快適に利用できる環境整
備を図る。

●

事業費 事業費 完成 完成見込み

地域創造
支援事業

事業活用調査

まちづくり
活動推進事業

当初計画
最終変更

計画
当初計画

指標3として「勤労市民センター内バリアフリー化率」を追加

※１：事業費の大幅変更、新規追加がある場合は理由を明記のこと

当初計画

事業内容

当初計画

最終変更計画

事業内容

事業内容

計画期間を1年延長したことにより、指標の目標年度を変更

事業期間

計画期間を1年延長したことにより、指標の目標年度を変更

当初計画からの
変更の概要 ※1

（事業の削除・追加を含む）

事業
細項目

事業箇所名

都市計画道路3・3・7号線

当初計画からの
変更の概要 ※1

（事業の削除・追加を含む）

事後評価時の完成状況
都市再生整備計画に記載した

まちづくり目標、目標を定量化する指標、数値目標等への影響

JR船橋駅南口エレベーター延伸 1基

L=397m
W=20～40m

－

事業内容

L=397m
W=20～40m

最終変更計画

基幹事業

事業

提案事業

※１：事業費の大幅変更、新規追加がある場合は理由を明記のこと

細項目
事業

勤労市民センター

事業箇所名
事業費

－

エントランスドア
エレベーター2基
エレベーター貨物用1
基

（参考）関連事業

備考進捗状況及び所見
最終変更計画

都市再生整備計画に記載した
まちづくり目標、目標を定量化する指標、数値目標等への影響

事後評価時の完成状況



添付様式２－①　都市再生整備計画に記載した数値目標の達成状況

（ア） （イ） （ウ）

単位
基準
年度

基準
年度

目標
年度

あり なし

69,396 ×

確定 ●
見込み

1.22 △

確定 ●
見込み

－

確定 ●
見込み

確定
見込み

×
見込み

指　標

指標１

指標２

指標３

46 事後評価 〇
45

H17 1.59
事後評価

－ 40 R3

H27 1.14 R4

事後評価

指標５

指標４

1.82

指標３
勤労市民センター内バリ
アフリー化率

－％

千葉県福祉のまちづくり条例の
整備項目表（建築物）（第3号様
式）に基づき施設内のバリアフ
リー化の達成状況を確認

指標２ 交通渋滞の緩和 混雑度 交通量調査による実測値

人/日
鉄道各社へ聞き取り調査の実
施

モニタリング
82,792 85,028 H26 87,000 R4

81,007
H17

指　標

目標値を達成できたため

目標値を達成できたため

指標１ 4駅定期外乗客数

目標達成度○△×の理由
（達成見込み「あり」とした場合、その理由も含む）

第1・2期計画により平成31年度までは増加傾向にあり、1度目標を達成したが、新型コロナウイルス感染症の
外出自粛等の影響により、令和2年度は大きく減少した。その後回復傾向はあるものの、新型コロナウイルス
前の水準には戻らず、目標達成にはいたらなかった。令和3年度から令和4年度にかけて増加傾向にあるた
め、フォローアップ時には目標値の達成は可能であると考えられる。

－

－

その他特記事項
（指標計測上の問題点、課題等）

－

事後評価

モニタリング

－－

モニタリング －

モニタリング H30 モニタリング

モニタリング

〇事後評価1.14

－R4

事後評価

モニタリング

事後評価

モニタリング
－

事後評価

モニタリング

数値（エ）

モニタリング R3

×
●

事後評価 事後評価

データの計測手法と
評価値の求め方

（時期、場所、実施主体、
対象、具体手法等）

（参考）※１
計画以前の値 従前値 目標値

1年以内の
達成見込みの

有無目標達成度※２

※１ 計画以前の値 とは、都市再生整備計画の作成より以前（概ね10年程度前）の値のことをいう。
※２ 目標達成度の記入方法
○ ：評価値が目標値を上回った場合
△ ：評価値が目標値には達していないものの、近年の傾向よりは改善していると認められる場合
× ：評価値が目標値に達しておらず、かつ近年の傾向よりも改善がみられない場合



添付様式２－②　その他の数値指標（当初設定した数値目標以外の指標）による効果発現の計測

（ア） （イ）

単位
基準
年度

基準
年度

モニタリング

確定
見込み

モニタリング

確定
見込み

モニタリング

確定
見込み

※１　計画以前の値　とは、都市再生整備計画の作成より以前（概ね10年程度前）の値のことをいう。

添付様式２－参考記述　定量的に表現できない定性的な効果発現状況
・交差点改良による歩道拡幅および右折レーンの整備によって、安全性の向上に寄与した。
・勤労市民センター内のバリアフリー化によって、高齢者や障害のある人、ベビーカーを伴う乳幼児同伴の利用者も利用しやすくなった。

その他の
数値指標１

その他の
数値指標２

その他の
数値指標３

事後評価

事後評価

指　標

（参考）※１
計画以前の値 従前値データの計測手法と

評価値の求め方
（時期、場所、実施主体、
対象、具体手法等）

数値（ウ）

事後評価

本指標を取り上げる理由
その他特記事項

（指標計測上の問題点、課題
等）



（２） 実施過程の評価

・本様式は、都市再生整備計画への記載の有無に関わらず、実施した事実がある場合には必ず記載すること。

添付様式３－①　モニタリングの実施状況

都市再生整備計画に記載した内容
又は、実際に実施した内容

今後の対応方針等

予定どおり実施した

予定はなかったが実施した ●

予定したが実施できなかった
(理由　　　　　　　　　　　　）

予定どおり実施した

予定はなかったが実施した ●

予定したが実施できなかった
(理由　　　　　　　　　　　　）

添付様式３－②　官民連携による取組の実施状況

都市再生整備計画に記載した内容
又は、実際に実施した内容

今後の対応方針等

予定どおり実施した

予定はなかったが実施した

予定したが実施できなかった
(理由　　　　　　　　　　　　）

予定どおり実施した

予定はなかったが実施した

予定したが実施できなかった
(理由　　　　　　　　　　　　）

添付様式３－③　持続的なまちづくり体制の構築状況

ⅰ．体制構築に向けた取組内容 ⅱ．まちづくり組織名：組織の概要

予定どおり実施した

予定はなかったが実施した

予定したが実施できなかった
(理由　　　　　　　　　　　　）

予定どおり実施した

予定はなかったが実施した

予定したが実施できなかった
(理由　　　　　　　　　　　　）

実施状況

実施頻度・実施時期・実施結果

実施頻度・実施時期・実施結果

実施頻度・実施時期・実施結果実施状況

【実施頻度】1回
【実施時期】平成30年11月
【実施結果】現状で数値が計測できる指標について交付期間中の変化を確
認することができた。

都市再生整備計画に記載した内容
又は、実際に実施した内容

実施状況 今後の対応方針等

なし

鉄道会社への聞き取り調査や市統計資
料等によるモニタリング

毎年度の鉄道会社への聞き取り調査や本
市統計書等により確認する。

なし

交通量調査の実施 道路交通センサスを確認する。

【実施頻度】年度1回
【実施時期】9月
【実施結果】現状で数値が計測できる指標について交付期間中の変化を確
認することができた。



（３） 効果発現要因の整理

添付様式４－①　効果発現要因の整理にかかる検討体制

添付様式４－②　数値目標を達成した指標にかかる効果発現要因の整理

種別
指標改善

への
貢献度

指標改善
への

貢献度

指標改善
への

貢献度

指標改善
への

貢献度

◎ －
－ ◎

引き続き都市計画道路3・3・7号
線の整備を進め、周辺道路ネッ
トワークの整備を図る。

都市計画道路3・3・7号
線の交差点改良によ
り、周辺道路ネットワー
クの機能強化につなが
り、交通渋滞の緩和に
つながった。

都市計画道路3・3・7号線整備事業

今後の活用

※指標改善への貢献度
　◎ ：事業が効果を発揮し、指標の改善に直接的に貢献した。
  ○ ：事業が効果を発揮し、指標の改善に間接的に貢献した。
  △ ：事業が効果を発揮することを期待したが、指標の改善に
　　　　貢献しなかった。
   －：事業と指標の間には、もともと関係がないことが明確
        なので、評価できない。

総合所見総合所見

指標3

施設の市民サービスの充実を
図るとともに、施設の適切な維
持・管理に努める。

総合所見

施設のバリアフリー化
率が向上し、利用者の
安全性や快適性が向
上した。

関連事業

基幹事業

提案事業

実施時期 担当部署

交通渋滞の緩和

総合所見

都市計画部都市政策課令和5年11月1日～11月14日

勤労市民センター内バリアフ
リー化率

指標2

関係各課(都市政策課、道路建設課、商工振興課）都市再生整備事業事後評価庁内検討会（書面開催）

勤労市民センターバリアフリー化等整備事業

名称等 検討メンバー

指標の種別

指　標　名

事業名・箇所名



添付様式４－③　数値目標を達成できなかった指標にかかる効果発現要因の整理

種別
目標

未達成へ
の影響度

要因の
分類

目標
未達成へ
の影響度

要因の
分類

目標
未達成へ
の影響度

要因の
分類

目標
未達成へ
の影響度

要因の
分類

×
－

提案事業

関連事業

基幹事業

都市計画道路3・3・7号線整備事業
勤労市民センターバリアフリー化等整備事業

指標1

4駅定期外乗客数指　標　名

事業名・箇所名

指標の種別

改善の方針
（記入は必須）

中心市街地として、広域的な商
業機能等の集積を高め、個性
と魅力あふれる拠点の形成を
図る。

総合所見総合所見

※目標未達成への影響度
××：事業が効果を発揮せず、
　　　　指標の目標未達成の直接的な原因となった。
   ×：事業が効果を発揮せず、
      　指標の目標未達成の間接的な原因となった。
   △：数値目標が達成できなかった中でも、
       ある程度の効果をあげたと思われる。
   －：事業と指標の間には、もともと関係がないことが
        明確なので、評価できない。

※要因の分類
　分類Ⅰ：内的な要因で、予見が可能な要因。
　分類Ⅱ：外的な要因で、予見が可能な要因。
　分類Ⅲ：外的な要因で、予見が不可能な要因。
　分類Ⅳ：内的な要因で、予見が不可能な要因。

総合所見総合所見

第1・2期計画
の整備事業に
より平成31年
度までは増加
傾向にあり、1
度目標を達成
したが、令和2
年度以降新型
コロナウイルス
感染症の外出
自粛等が影響
し、大幅に減少
した。その後回
復傾向はある
ものの、新型コ
ロナウイルス
前の水準には
戻らず、目標達
成にはいたら
なかった。

Ⅲ



（４） 今後のまちづくり方策の作成

添付様式５－①　今後のまちづくり方策にかかる検討体制

添付様式５－②　まちの課題の変化

担当部署

都市計画部都市政策課

実施時期

令和5年11月1日～11月14日

検討メンバー

関係各課(都市政策課、道路建設課、商工
振興課）

達成されたこと（課題の改善状況）

名称等

都市計画道路3・3・7号線の交差点改良により、交通条
件が改善し、交通渋滞の緩和につながった。

駅南口に点在している公共公
益施設の建替えや更新

都市再生整備事業事後評価庁内検討会（書面開催）

勤労市民センターのバリアフリー化率が向上し、利用
者の安全性や快適性が向上した。

事業前の課題
都市再生整備計画に記載

したまちの課題

駅周辺を南北方向に縦断する
幹線道路整備による都心道
路ネットワークの構築やバリ
アフリー化も含めた安全な歩
行空間の確保

これを受けて、改善策にかかる今後のまちづくり方策を
添付様式5-③B欄に記入します。

これを受けて、成果の持続にかかる今後のまちづくり
方策を添付様式5-③A欄に記入します。

残された未解決の課題

施設の市民サービスの充実を図るとともに、施設の適正な維
持・管理に努める。

都心道路ネットワークを形成する道路の内、未整備区間につ
いて、早期整備を図る必要がある。

事業によって発生した
新たな課題

なし



添付様式５－③　今後のまちづくり方策

■様式５－③の記入にあたっては、下記の事項を再確認して、これらの検討結果を踏まえて記載して下さい。（チェック欄）
● 交付金を活用するきっかけとなったまちづくりの課題（都市再生整備計画）を再確認した。
● 事業の実施過程の評価（添付様式３）を再確認した。
● 数値目標を達成した指標にかかる効果の持続・活用（添付様式４－②）を再確認した。
● 数値目標を達成できなかった指標にかかる改善の方針（添付様式４－③）を再確認した。
● 残された課題や新たな課題（添付様式５－②）を再確認した。

添付様式５－参考記述　今後のまちづくり方策に関するその他の意見

B欄
改　善　策

・未達成の目標を達成するた
めの改善策

・未解決の課題を解消するた
めの改善策

・新たに発生した課題に対す
る改善策

なるべく具体的に記入して下さい。フォローアップ又は次期計画等
において実施する改善策

を記入します。

－

都心道路ネットワークの形成

市街地の魅力・質の向上 JR船橋駅前の西武船橋店跡地の活用

想定される事業

都市計画道路3・3・7号線の整備

効果の持続を図る事項

各施設の維持

改善する事項

都心道路ネットワークを形成する未整備区間を整備する。

A欄
効果を持続させるため

に行う方策

道路や設備のグレードアップを伴うメンテナンス事業

想定される事業改善策の基本的な考え方

効果を持続させるための基本的な考え方

都市再生整備計画で整備された道路や設備について、適切に維持・管理
を行い、長寿命化を図る。

市街地のにぎわいや活気を向上するための拠点を整備する。



添付様式５－④　目標を定量化する指標にかかるフォローアップ計画

単位 年度 予定時期 計測方法 その他特記事項

確定 ● あり ●

見込み なし

確定 ● あり －

見込み なし －

確定 ● あり －

見込み なし －

確定 あり

見込み なし

確定 あり

見込み なし

確定

見込み

確定

見込み

確定

見込み

R4

85,028 H26

1.59

R4

従前値

混雑度

・フォローアップの要否に関わらず、添付様式２－①、２－②に記載した全ての指標について記入して下さい。
・従前値、目標値、評価値、達成度、１年以内の達成見込みは添付様式２－①、２－②から転記して下さい。

その他の
数値指標１

H27

％

指標４

指標２

年度
指　標

指標１
4駅定期外乗客
数

人/日

目標値
1年以内の

達成見込みの
有無

評価値
目標

達成度

・評価値が「見込み」の全ての指標、目標達成度が△又は×の指標、１年以
内の達成見込み「あり」の指標について、確定値を求めるためのフォローアッ
プ計画を記入して下さい。

その他の
数値指標２

指標５

鉄道各社への聞き取り調査の実施

勤労市民セン
ター内バリアフ
リー化率

－

フォローアップ計画

×

〇

46

令和6年9月81,007

1.14

〇

87,000

1.14

45 R4

その他の
数値指標３

交通渋滞の緩和

40 R3指標３



添付様式６　当該地区のまちづくり経験の次期計画や他地区への活かし方
・下表の点について、特筆すべき事項を記入します。

要因分析 次期計画や他地区への活かし方

うまくいった点 －

うまく
いかなかった点

-

うまくいった点 -

うまく
いかなかった点

-

うまくいった点 -

うまく
いかなかった点

-

うまくいった点 -

うまく
いかなかった点

-

うまくいった点
勤労市民センターで整備に関する満足度調査を実施し、指標以外で事業に対する効果を確認す
ることができた。

うまく
いかなかった点

-

添付様式６－参考記述　今後、都市再生整備計画事業の活用予定、又は事後評価を予定している地区の名称（当該地区の次期計画も含む）

－

－

－

項目

数値目標
・成果の達成

住民参加
・情報公開

－

その他

ＰＤＣＡによる事業
・評価の進め方

数値目標と
目標・事業との

整合性等

－

多面的に整備効果を測ることは、事業の評価に
当たり有効である。



（５） 事後評価原案の公表

添付様式7　事後評価原案の公表

公表方法 具体的方法 公表期間・公表日 意見受付期間 意見の受付方法 担当部署

インターネット 市ホームページに掲載
令和5年12月14日（木）から

同年12月28日（木）まで
令和5年12月14日（木）から

同年12月28日（木）まで

広報掲載・回覧・個別配布
市ホームページと担当課窓口
で閲覧を周知

令和5年12月14日（木）から
同年12月28日（木）まで

令和5年12月14日（木）から
同年12月28日（木）まで

説明会・ワークショップ － － －

その他
市役所・船橋駅前総合窓口セ
ンターにおいて閲覧

令和5年12月14日（木）から
同年12月28日（木）まで

令和5年12月14日（木）から
同年12月28日（木）まで

住民の意見

都市計画部
都市政策課

担当課への持参、郵
送、FAX、電子メール



（６） 評価委員会の審議

添付様式８　評価委員会の審議

実施時期 担当部署 委員会の設置根拠 委員会の母体組織

学識経験の
ある委員

その他
の委員

方法書

成果の評価

実施過程の評価

効果発現要因の整理

事後評価原案の公表の妥当
性

その他

事後評価の手続きは妥当に
進められたか、委員会の確認

今後のまちづくり方策の作成

フォローアップ

その他

今後のまちづくり方策は妥当
か、委員会の確認

※１　審議事項の詳細は「まちづくり交付金評価委員会チェックシート」を参考にしてください。

委員構成

その他

今後のまち
づくりについ
て審議

事後評価手
続き等にか
かる審議

審議事項※１ 委員会の意見


